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認知症対応型共同生活介護事業所(新設)整備事業者募集 応募要件 

Ⅰ 応募事業者要件                                         

応募事業者は、次の要件に該当していることが必要です。 

 

1 介護保険法第 78 条の 2 第 4 項及び第 115 条の 12 第 2 項の規定に該当しない者であること。 

  ただし、第 115 条の 12 第 2 項の規定については、介護予防認知症対応型共同生活介護を実施

する場合に限る。 

 

2 法人の評議員及び役員（就任予定者を含む。）に次の各号に該当する者がいないこと。 

(1)社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 40 条第 1 項に掲げる者 

(2)堺市暴力団排除条例（平成 24 年条例第 35 号）第 2 条第 2 号に規定する暴力団員又

は同条第 3 号に規定する暴力団密接関係者 

(3)過去 5 年間に破産手続開始決定を受けて復権を得ない者 

 

3 法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない法人であること。また、本市が課税する市税を

滞納していないこと。 

 

4 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条に規定する再生手続開始の申立てがなされ 

ている者（同法第 174 条に規定する再生計画認可の決定を受けている者を除く。）等、経営状態

が不健全な法人でないこと。 

 

5 過去に改善命令を受けた法人においては、改善が終了しており、かつ、改善を終了してから 3 年が経

過している者。  

 

6 法人が運営しているすべての施設・事業所が、介護保険法に基づく介護保険事業者の指定の全

部効力又は一部効力の停止を受けた場合、その処分期間を経過し終了していること。 
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Ⅱ 整備予定地要件                                          

６(1)施設整備補助を利用する場合は、次の要件に該当していることが必要です。 

 

1  応募事業者は整備予定地の所有権を有すること。 

応募事業者が整備事業者として選定された後も所有すること。なお、応募時点で整備予定地の

所有権を有していない場合にあっては整備事業者として選定された後、介護保険法に基づく指定認

知症対応型共同生活介護の指定の申請までに、所有権を設定し、かつ、これを登記すること。 

 

1-2  上記 1 に関わらず、整備予定地が借地の場合にあっては、応募事業者は、整備事業者として

選定された後、介護保険法に基づく指定認知症共同生活介護の指定の申請までに、グループホ

ームの存続に必要な期間の地上権、賃借権又は定期借地権を設定し、かつ、これを登記すること。

なお、借地権の存続期間は 25 年以上とすること。ただし、（鉄骨）鉄筋コンクリート造について

は 50 年以上とすること。 

 

2  整備予定地が公道に面していること。または、進入路を確保できていること。 

 

2-1  進入路が承役地である場合にあっては、応募事業者は、整備事業者として選定された後、介護

保険法に基づく指定認知症対応型共同生活介護の指定の申請までに、当該承役地に通行地

役権を設定し、かつ、これを登記すること。 

 

3  整備予定地が所有、借地に関わらず、抵当権又は根抵当権が設定されていないこと。 

抵当権又は根抵当権が設定されている場合は、整備事業者として選定された後速やかに抹消す

ること。ただし、整備予定地の購入又はグループホームの建設を目的とする借り入れのための抵当権

設定は可。 

 

4  整備予定地が、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 33 条第 1 項第 8 号に規定さ

れる開発行為を行うのに適当でない区域に含まれていないこと。 

ただし、開発区域及びその周辺の地域の状況等により支障がないと認められるときは、この限りでな

い。 

 

5  整備予定地が、都市計画法第 53 条に基づく建築許可の必要な区域に含まれていないこと。 
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Ⅲ 資金計画要件                                           

1 グループホーム開設資金 

開設資金は、自己資金及び借入金（補助制度が活用できる場合は補助金含む）により確保

できること。 

 

2 グループホーム運営資金 

   運営資金は、年間事業費用の 12 分の 2 以上に相当する現金、普通預金又は当座預金等を

確保できること。 

自己資金の確保は、グループホームの開設及びその後の健全な運営のためにも重要であることか

ら、審査の過程で随時、残高証明書等の提出を求めることがあります。 

介護保険制度における介護報酬の支払いは、概ね 2 か月程度を要することから、その間の運営 

資金と併せて当初の入所や利用人数に比例した収入の不足分をつなぎ資金として準備する必要が 

あります。 

 

3 借入金について 

融資を受ける場合は、原則として独立行政法人福祉医療機構(以下「機構」という。)の融資及

び機構の融資に協調して行われる民間金融機関からの融資に限ります。 

機構等からの借り入れが困難となった場合は、整備事業者の選定を取り消すこともあります。 
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Ⅳ 近隣説明要件                                           

グループホームの事業所運営には、地域住民の理解及び協力が必要です。 

グループホームの応募に当たり、計画に沿った建設工事及びグループホーム開設後の円滑な運営を実

現するためにも、整備予定地周辺の地域住民に対して、グループホームの整備について説明会を実施

してください。 

 

1 説明の対象者 

   説明の対象者は、整備予定地近隣（整備予定地隣接地及び整備予定地所在の自治会・町

内会の区域内）の住民とします。 

また、整備予定地が隣接する自治会・町内会の区域の境界付近に位置する場合は、当該自治

会・町内会の区域内の住民を説明の対象者に含めて説明を行ってください。 

 

2 説明会の開催 

   説明に際しては、グループホームの事業所概要（規模、構造及び提供するサービスの内容）、

事業所の建設に関する事項（工期、工事内容、工事の時間帯、通学路等の安全対策、騒音、

場内建設残土による周辺道路の汚れ、想定される影響と対策等）及び事業所開設後に地域の

住環境に及ぼす影響と対策（日照、テレビ電波受信の障害、車両通行量等）について、具体的

に説明してください。 

なお、この説明は、堺市に応募するための事前説明であり、この説明の後に堺市へ応募書類を提

出し、整備事業者の選定に係る審査を受け、そこで選定された場合に整備を行うものであることを併

せて説明してください。整備事業者として選定された後も、必要に応じて、説明を行ってください。 

整備事業者として選定されなかった場合においても、事前に説明を行った住民に対して、選定さ

れなかった旨を必ず連絡してください。 

近隣説明の実施状況等については、説明先の自治会等に確認することがあります。 

 

 


